
利尻町港湾事業経営戦略

令和３年３月

利尻町まち環境整備課



令和 3 年 3 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　体　系

使用料区分

舗装 ％ ％

未舗装 ％ ％

荷さばき上屋 ％ ％

燻蒸上屋 ％ ％

旅客上屋 ％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※各項目の単位を明記すること

そ の 他

貯 木 場

引 船

荷 役 機 械

改定率

(b/c)%(　　年改正) (　　年改正) (a/b)% (　　年改正)

ふ頭用地

上 屋

施設区分 現行（a） 前回(b)

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適
用 ）
非 適 の 区 分

非適用 事 業 開 始 年 月 日 平成25年4月1日

職 員 数 0
港 湾 区 分
（ 重 要 港 湾 等 ）

地方港湾

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 ―

 イ　指定管理者制度 ―

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ ―

改定率 前々回(c)

別添７－１

利尻町港湾事業経営戦略

団 体 名 ： 利尻町

事 業 名 ： 港湾事業

使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

―
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（３） 現在の経営状況

H29 ％ H30 ％ R1 ％

H29 ％ H30 ％ R1 ％

H29 ％ H30 ％ R1 ％

２．将来の事業環境

（１）

（２）

　港湾施設の利用促進に向けた取り組みを引き続き行い、港湾使用料の増を見込んでいる。

取扱貨物量等の見通し

　―

使用料収入の見通し

％

企 業 債 残 高 対
料 金 収 入 比 率
※過去３年度分を記載

― ％ ― ％ ― ％

有形固定資産減価償却
率

※過去３年度分を記載
― ％ ― ％ ―

他 会 計 補 助 金 比 率
※過去３年度分を記載

経 費 回 収 率
※過去３年度分を記載

0.0 48.7 44.9

100.0 62.5 47.0

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　平成26年度の沓形港バリアフリー対応旅客施設整備費用に係る地方債償還金が支出となっているが、他会計繰入金に依存した
経営状況にある。

4,684,281円

経 常 収 支 比 率
（又は収益的収支比率）
※過去３年度分を記載

年 間 使 用 料 収 入 額
（ 税 込 み ）
※過去３年度分を記載

H29 5,156,525円 H30 5,081,810円 R1

100.0 58.0 53.0

トン

年 間 船 舶 乗 降 旅 客 数
※過去３年度分を記載

― 人 ― 人 ― 人

年 間 取 扱 貨 物 量
※過去３年度分を記載

― トン ― トン ―

5,082
4,684

3,920 3,879
4,140

4,401
4,662

4,923 4,943 4,963 4,983 5,003

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成31年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

港湾使用料
（単位：千円）
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　―

　―

　港湾施設の利用促進に向けた取り組みを引き続き行う。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 　―

施設の見通し

　―

組織の見通し
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 　港湾施設の利用促進に向けた取り組みを引き続き行うとともに、使用料についても適正化を図る。

　平成26年度の沓形港バリアフリー対応旅客施設整備費用に係る地方債償還金が支出のほとんどを占めているが、主な収入であ
る港湾使用料では不足が生じるため、他会計繰入金に依存した経営状況にある。

　―
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（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

そ の 他 の 取 組 ―

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　必要に応じて経営戦略の更新等を検討。

委 託 料 ―

管 理 運 営 費 ―

職 員 給 与 費 ―

繰 入 金 ―

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組 ―

そ の 他 の 取 組 ―

そ の 他 の 取 組 ―

使 用 料 ―

企 業 債 ―

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の
方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用 ―

投 資 の 平 準 化 ―
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 6,041 5,584 4,761 4,660 4,861 5,061 5,261 5,460 5,419 5,379 5,347 5,314

（１） (B) 5,082 4,684 3,920 3,879 4,140 4,401 4,662 4,923 4,943 4,963 4,983 5,003

ア 5,082 4,684 3,920 3,879 4,140 4,401 4,662 4,923 4,943 4,963 4,983 5,003

イ (C)

ウ

（２） 959 900 841 781 721 660 599 537 476 416 364 311

ア 959 900 841 781 721 660 599 537 476 416 364 311

イ

２ (D) 959 900 841 781 721 660 599 537 476 416 364 311

（１）

ア

イ

（２） 959 900 841 781 721 660 599 537 476 416 364 311

ア 959 900 841 781 721 660 599 537 476 416 364 311

イ

３ (E) 5,082 4,684 3,920 3,879 4,140 4,401 4,662 4,923 4,943 4,963 4,983 5,003

1 (F) 5,570 4,100 5,669 5,779 5,578 5,378 5,178 4,979 5,020 1,555 1,587 1,620

（１）

（２） 5,570 4,100 5,669 5,779 5,578 5,378 5,178 4,979 5,020 1,555 1,587 1,620

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 9,480 9,539 9,599 9,658 9,718 9,778 9,839 9,901 9,963 6,518 6,570 6,622

（１）

（２） (H) 9,480 9,539 9,599 9,658 9,718 9,778 9,839 9,901 9,963 6,518 6,570 6,622

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 3,910 △ 5,439 △ 3,930 △ 3,879 △ 4,140 △ 4,400 △ 4,661 △ 4,922 △ 4,943 △ 4,963 △ 4,983 △ 5,002

令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年度 令和9年度 令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和11年度本年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

(J) 1,172 △ 755 △ 10 1 1 1 1

(K)

(L) 1,172 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(M)

(N) 1,172 417 10 11 11 11 10 10 10 11

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 5,082 4,684 3,920 3,879 4,140 4,401 4,662 4,923 4,943 4,963 4,983 5,003

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

959 900 841 781 721 660 599 537 476 416 364 311

479 450 420 390 360 330 299 268 238 208 182 155

480 450 421 391 361 330 300 269 238 208 182 156

5,570 4,100 5,669 5,779 5,578 5,378 5,178 4,979 5,020 1,555 1,587 1,620

4,740 4,100 2,269 4,829 4,859 4,889 4,919 4,950 4,779 1,314 1,346 1,379

830 3,400 950 719 489 259 29 241 241 241 241
6,529 5,000 6,510 6,560 6,299 6,038 5,777 5,516 5,496 1,971 1,951 1,931

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 58 53

赤 字 比 率 （ ×100 ）

52 78 77

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

46 45 47 48 50 52

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

77

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度

収 益 的 収 支 分

本年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和10年度 令和11年度

地 方 債 残 高

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)



平成31年度令和1年度令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度令和7年度令和8年度
5,082 4,684 3,920 3,879 4,140 4,401 4,662 4,923 4,943

5,082
4,684

3,920 3,879
4,140

4,401
4,662

4,923

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成31年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

港湾使用料



令和9年度令和10年度令和11年度
4,963 4,983 5,003

4,943 4,963 4,983 5,003

年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度


